
（様式4）

公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応募
者数

企業アンケート調査　「最低賃金の
引上げと企業行動に関する調査」(連
続パネル調査含む)の実施に係る業務
委託

契約責任者　古舘　哲
生
東京都練馬区上石神
井4-8-23

R6.11.26

株式会社日本統計セ
ンター
東京都千代田区東神
田2-9-14

会計規程第41条第4項及び契約事務実施
細則第29条第1号

本調査は、2021～2023年度に回答した企
業を含む企業群を対象に継続的に調査を
行うパネル調査として実施するため、過
年度に回答した企業に関する情報を保有
し、本調査結果と接続が可能である株式
会社日本統計センターと随意契約を締結
することとした。

同種の他
の契約の
予定価格
を類推され
るおそれ
があるた
め公表しな
い

13,213,131 - 0

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

随意契約（物品役務等）に係る情報の公表（令和6年11月契約分）

物品役務等の名称及び数量
契約責任者の氏名及び
所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又
は名称及び住所

随意契約によることとした根拠規程及び理由
予定価格

(円)
契約金額

(円)
落札率

再就職
の役員
の数

備考

公益法人の場合

労働政策研究・研修機構（JILPT）


	物品役務等

